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「選ばれる青森」
食と観光成長プロジェクト

多様なしごと創出プロジェクト

「住みたいあおもり」
若者・女性プロジェクト

未来へつなぐ
「地域のゆりかご」プロジェクト

健康ライフ実現プロジェクト

青 森 県
教育施策の大綱

教育関連
施策

施策の重点化

青 森 県
教育振興基本計画

－ １ －

令和４年度青森県教育委員会の「施策の柱」

●確かな学力の向上

基礎的・基本的な知識・技能を確
実に習得させ、思考力・判断力・
表現力等を育むとともに、主体的
に学習に取り組む態度を養う

●グローバルな視野や情報活用能力
の育成、防災教育の推進

１ 次代を担う子どもたちに求
められる資質・能力の育成

２ 地域で活躍する人財の育成
及び県内定着の促進

３ 子どもを守り支える安全・
安心な教育環境の整備

●ふるさとに対する理解を深め、誇
りや愛着心を醸成

●将来の社会や産業を担う人財の育
成や子どもたちの将来の県内定着
に向けた取組の推進

●特別支援学校生徒の社会的・職業
的自立の促進

●小学校の少人数学級編制の拡充、
外部人材・外部専門家の配置・活
用の拡充

●いじめや不登校などに対する相談
支援体制の充実

●特別な教育的ニーズのある子ども
への支援体制の充実

●幼少期からの体力向上、肥満防止、
運動不足解消

●国民スポーツ大会に向けた競技力
向上

●文化財の保存・活用

●三内丸山遺跡等の普遍的価値を次
世代に継承

４ スポーツの振興と文化財の
保存・活用



コロナ禍の長期化等により、
一層深刻化・複雑化

コロナ禍の長期化等により、
一層深刻化・複雑化

令和５年度の教育施策推進に向けて

本県をとりまく課題

人口減少 人手不足

2025年以降
超高齢化時代

平均寿命
・健康寿命

－ ２ －

令和５年度における施策展開の３つの視点

○経済を回す 疲弊した地域経済の回復、外貨獲得に
よる経済の活性化

○暮らしを守る 孤独・孤立への対応、心身の健康と
安全の確保

○ＤＸ あらゆる分野でのデジタルによる変革

○コロナ禍による少子化の加速

○若者の地元回帰の傾向

○ＩＣＴ化の加速度的進展（１人１台端末）

○教員の多忙化、教員不足の顕在化

○子どもたちの多様化､SDGsの理念を踏まえた
教育への対応（誰一人とり残さない教育）

○2026年の国民スポーツ大会の本県開催

○肥満傾向児出現率の上昇

○世界遺産「北海道･北東北の縄文遺跡群」
をはじめとする文化財の保存･活用の推進

○郷土に対する誇りと愛着を育み、若者の県内
定着を促進

○学校におけるＩＣＴの効果的活用の推進

○学校における働き方改革の推進、教員確保

○学校・家庭・地域の連携・協働により、次代
を担う子どもたちを育成

○特別支援教育の更なる充実・発展

○国民スポーツ大会開催を契機とするスポーツ
意欲の向上と健康づくり（知事部局と強力に連携）

○縄文遺跡群の普遍的価値の未来への継承

取組の方向性（主なもの）

R5｢取組の重点化｣基本方針（知事指示事項）

本県教育をめぐる状況



１ 次代を担う子どもたちに求められる資質・能力の育成

現

状
取
組
の
方
向
性

○学習指導要領に基づく英語教育の充実と児童生徒
及び教員の英語力向上

○幅広い教養や問題発見・課題解決能力等を身に着
けたグローバル人財の育成

○ＩＣＴを活用した学習実践活動の充実、教員のＩ
ＣＴ活用指導力向上

○新しい防災モデルの構築、大川小事故の教訓を踏
まえた学校防災体制の強化

■英語担当教員の英語力・指導力向上及び
英語教育における小中連携のための研究
協議会の実施、英語教育推進教師の育成

■国際バカロレアの理念に基づく教育プロ
グラムの開発・実践、台湾の高校との相
互交流

■ＩＣＴ活用指導力を高めるための実践研
究への支援、研修機会の創出、リーフレッ
トの作成 等

■防災教育モデル指定校の取組等をまとめ
防災教育関連資料を作成し成果を普及

〇教員のＩＣＴ活用指導力

〇英語教育・グローバル人財の育成

課

題

－ ３ －

〇防災教育
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２ 地域で活躍する人財の育成及び県内定着の促進（１）

現

状

〇県内定着促進について ○子どもたちに地域への愛着を持たせ、地域課題解決
能力や郷土への貢献意欲を育む取組の推進

○高校生の県内就職促進に向けた支援

○地域産業など経済社会の持続的発展を担う職業人と
世界にチャレンジする人財の育成

○特別支援学校児童生徒の進路実現のための体制整
備、
キャリア教育及び職業教育の充実

取
組
の
方
向
性

■全県立高等学校において地域への理解を
深める学習「あおもり創造学」による魅
力発信・地域課題解決プログラムを実施

■就職支援員配置継続

■台湾の高校及び県内商業高校と連携し、
台湾及び県内での販売実践を核とする
ビジネスプロジェクトの協働実践

（庁内ベンチャー事業）

■特別支援学校技能検定で新たに農業分野
の検定を実施

課

題

－ ４ －

〇特別支援学校における職業教育について

学校名 プラン名称

弘前
高等学校

「あおもり創造学」弘前高校
バージョン～地域に根ざし
たアイデンティティの形成～

八戸
高等学校

八戸発見学～地元の「強
み」を見てみよう

柏木農業
高等学校

青森県特産物の活用による
地域農業振興と郷土愛の醸
成をめざして

五所川原工
科高等学校

地域のＳＤＧｓ～持続可能な
地域をめざして

八戸中央
高等学校

地域連携と防災意識の向上
～津波避難ビルの活用～

卒業年月 県内就職
希望者

県内就職
内定者

前年６月末 当年３月末

令和2年3月 63.0% 53.1%

令和3年3月 64.3% 57.0%

令和4年3月 68.0% 62.3%

令和5年3月 67.5% -

※公務員、自営等の就職希望は除く
出典：青森労働局
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２ 地域で活躍する人財の育成及び県内定着の促進（２）

現

状

〇地域学校協働活動について

○市町村に対する地域学校協働本部の整備促進、県立
学校における地域学校協働活動の推進

○県立高等学校への学校運営協議会(コミュニティ・
スクール)の導入

取
組
の
方
向
性

■研修や相談受付による市町村への地域学
校協働活動支援、学校と地域活動者・企
業とのネットワークづくり、モデル県立
学校と地域をコーディネートする推進員
の配置

■令和４年度内に学校の意向を確認した上
での県立高等学校へのコミュニティ・ス
クール導入拡充、導入校における取組の
情報共有の場の設定、令和６年度以降の
段階的な拡充

課

題

－ ５ －

〇コミュニティ・スクールについて
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３ 子どもを守り支える安全・安心な教育環境の整備（１）

現

状

〇いじめ防止対策について

取
組
の
方
向
性

○学校のいじめ防止対策

○増加傾向にある不登校児童生徒への支援の充実

○特別支援学校のセンター的機能の充実

○外国人児童生徒への支援

○部局横断的な幼児教育に係る取組の推進

○医療的ケアを必要とする幼児児童生徒への対応の
更なる充実

■いじめ防止対策推進法の理解促進と組織
的対応力の向上、SCやSSWの効率的・
効果的な配置・派遣

■不登校支援の在り方研究、民間施設等と
の連携による支援の充実

■関係機関と連携し障害のある子どもへの
支援策の検討、教員の専門性向上を図る
取組の実施

■県内関係機関と連携し、外国人児童生徒
に対する日本語支援プログラムを実施

■幼児教育アドバイザーの配置や窓口の一
本化、部局横断的な支援の充実

■医療的ケア児対応のため、学校看護師等
向けの研修の実施、学校向けガイドブッ
クや保護者向けリーフレットの作成

〇特別支援教育について

〇不登校の状況について

課

題

－ ６ －
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３ 子どもを守り支える安全・安心な教育環境の整備（２）

現

状

〇少人数学級編制について

取
組
の
方
向
性

○少人数学級編制の拡充要望への対応

○教職員の働き方改革推進

○公立小学校における教員不足への対応

○県立学校施設の老朽化の解消等

■きめ細かな指導のために必要な方策
（「あおもりっ子育みプラン21」、
国への定数改善要望など）の検討・実施

■外部人材の配置や拡充の検討

■公立小学校の教員不足解消のため、大学
生等に対し教員の魅力をＰＲする取組等
の実施

■施設整備事前調査を踏まえ、県立学校施
設の長寿命化または改築に向けた整備計
画を作成し、計画的な老朽化解消を実施

〇学校における働き方改革について

課

題

－ ７ －

あおもりっ子育みプラン２１ （学級編制基準引き下げ状況）

45時間

（時間）
教諭・講師の月当たり時間外勤務時間

資料：県教育庁

資料：県教育庁

H13 H14 H15 H16～22 H23 H24～26 H27 H28～R2 R3 R4

1年 40人 33人

2年 40人 33人

3年 40人 33人

4年 40人 33人

5年 40人 33人

6年 40人 33人

1年 40人 33人

2年 40人

3年 40人

中
学
校

小
学
校

　　　　年度
学年・・・・



４ スポーツの振興と文化財の保存・活用（１）

現

状

○子どもの体力向上、肥満防止対策の更なる推進

○総合型地域スポーツクラブの質的充実等による成人
のスポーツ実施率向上

○休日の部活動の段階的な地域移行へ向けた取組

○国民スポーツ大会の開催等を見据えた有力選手等の
確保や効率的・効果的な選手の育成・強化

取
組
の
方
向
性

■運動習慣の定着や食習慣の改善による肥
満傾向児出現率の改善

■総合型地域スポーツクラブの活用による
地域の健康課題克服に向けた実践

■令和５年度から７年度までの部活動の地
域移行集中期間における対応の検討

■本県出身有力選手等の県内定着(就職・
定住)に向けた支援、選手雇用制度開始

〇部活動の地域移行

〇体育・健康教育について

課

題

〇スポーツ振興について

－ ８ －
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文部科学省「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」
（令和2年9月）

休日に教師が部活動に携わる必要がない環境及び休日において部活
動を地域の活動として実施できる環境の構築を目指し、令和５年度以
降に、休日の部活動の段階的な地域移行（学校部活動から地域部活動
への転換）を推進すると示している。※主な対象は公立中学校

資料：県教育庁「児童・生徒の健康・体力」（両資料とも）

資料：教育庁「県民の健康・スポーツに関する意識調査」
スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論

調査」

■2016年度 ■2021年度



４ スポーツの振興と文化財の保存・活用（２）

現

状

○文化財の活用や保護意識の醸成、地域全体での継承

○県内各市町村から出土した縄文遺物の活用

○三内丸山遺跡における来訪促進、遺跡の価値を未来
に継承する取組の推進

○「北海道・北東北の縄文遺跡群」の適切な保全・活
用の推進、来訪・周遊促進、受入態勢整備

取
組
の
方
向
性

■地域の文化財を題材とした小学生向け学
習・体験プログラムの実践、学習・プロ
グラム集の作成等

■「地元の縄文」の価値や魅力を伝えるた
め、授業用の縄文遺物セット作成、出土
品カード作成・配布、シンポジウムの開催

■三内丸山遺跡について外国人向けのＰ
Ｒ、
地域住民や幅広い世代に遺跡に携わる活
動への参画促進等

■４道県共同で縄文遺跡群への来訪・周遊
を促進するプロモーションの実施、フォー
ラム開催等による学術的価値の浸透

■県内外でのプロモーション等による青森
県内の縄文遺跡群の認知度向上、ガイド
育成等に資する取組の実施

〇世界遺産登録について

〇国・県・市町村指定文化財件数
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資料：県教育庁「青森県の文化財保護行政」

1441 1449 1482 1497 1506

6,690 6,979 7,272 7,571 7,887 8,180 8,490 8,682 8,758 

8,851 
314 

289 293 299 
316 

293 
310 

192 

76
93

0

100

200

300

400

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21
資料：教育庁

（千人） （千人）
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累計来館者数(左目盛)

(年度)

※2019年4月より有料化

世界遺産登録に関連する取組等（令和3年7月以降）
令和3年７月～11月 特別展「あおもりの縄文世界」開催
令和3年11月 世界文化遺産登録記念シンポジウム
令和3年12月 三内丸山遺跡に係る世界遺産一覧表記載認定書(レプ

リカ)設置
令和4年４月 三内丸山遺跡センター内に世界文化遺産課を新設

・縄文遺跡群世界遺産本部等の運営、
・縄文遺跡群の魅力発信・普及啓発等

令和4年７月 特別展「北海道・北東北のJOMON」開催
令和4年９月 英国ストーンヘンジで三内丸山遺跡出土品の展示

〇三内丸山遺跡について

※国の選定、登録等は除く

青字は
総数


